






































































































































































































































































































































































































































　著しい ｢暴言」 や ｢侮辱」、｢無視」 などの拒絶的な対応をとり、精神的につらい思いをさせる。
C１…［ 75歳女性］「ちゃんとして/しっかりして/これくらい自分でして」の口癖の職員。自死念慮、
うつの原因と３人の家族が訴える
C２…［77歳女性］車中で「死ね」「殺したろか」
C３…［88歳女性］「よく入るわね」と繰り返し、無理やり下膳
C４…［81歳女性］「食べないと死ぬよ」といって無理やり口に突っ込む
C５…［72歳女性］ある職員だけ挨拶を無視。話しても「その話、何回も聞いた」と流す
C６…［71歳女性］「そのようなことするから長女さんに嫌われるのよ」
C７…［87歳女性］ 「奇麗にしたろか」と乱暴に入浴を促す
C８…［69歳女性］ 「また出ないの」「まだ出ないの」とさんざんトイレで言う
C９…［70歳男性］「さぶちゃん、こっちこっち」本人は一郎氏･･？
C10…［77歳男性］ 「これ何？美味しい？」（無理に発言を求める）
C11…複数利用者に「…」無言介護
C12…複数利用者にアセスメントを徹底的に。「宗派」「政党」…
C13…複数利用者に「待っててください」連呼。スピーチロック
C14…複数利用者に「私、おおぼけ。物忘れ始まったみたい」と呆けという言葉頻発
C15…「Aさん、大往生でしたね」と家族の前で大声で笑う
　<コメント>「死ね」「殺したろか」は忌避しなければいけない最悪の心理虐待用語。刑法に問わ
れることもある。また、それ程トゲのない言葉でも、毎日かけられることによって自死念慮になっ
たりすることもある。私の事例ではないが実際に自殺したケースもあり、その場合、自殺幇助である。
③【ネグレクト】
　｢介護」｢世話」 の放棄・怠慢。衰弱させるような減食。長時間の放置。介護者としての義務の不履行。
C１【以下全て複数利用者被害】…12時間に一回しかオムツ交換しない
C２…定刻にしかトイレ誘導しない
C３…拒食した場合、他の栄養補給をしない
C４…２日間連続で同じ服装で過ごさせる/洗濯していない服装のまま
C５…ごみ屋敷とかしても改善しない
C６…部屋から出さない。外出させない
C７…米とサプリメントだけの食事
− 168 −
C８…耳掃除やひげ・つめの手入れをしない
C９…異食をとめない
C10…テレビの前で12時間放置
C11…動物の調教のような生活指導
<コメント>この領域は、職員、利用者ともに虐待意識が低く、長期間に亘って繰り返されている
ことが多い。客観的な外部の耳目がないと顕在化してこない。もし、しっかりした第三者機関が組
織されて、全ての特養を継続評価していけば、この領域の事例が身体的虐待を抜くと予想している。
刑法には抵触しないが、「減食」等じわじわ寿命を縮めてしまうボティブローのような虐待である。
④【性的虐待】
　わいせつな行為をすること。またはさせること。本人の苦痛になる性的な行為をすること。同意
なく性的な行為をすること。最も顕在化してこない虐待でもある。
C１【以下、人権配慮のため属性明示せず】…性器を意味もなく触る
C２…本人拒否にもかかわらず異性職員が入浴介助
C３…いやらしい本の代理購入
C４…長時間裸のまま放置
C５…性器の職員との見せ合い、触りあい
C６…夜中、職員と一緒にＡV観賞
C７…着脱衣時、頼んでもないのに手伝ってくる
C８…入浴時体型をからかう
<コメント>最もトラウマとして残ってしまう虐待である。特に、女性に被害者が多いが、その恥
辱感から報告されないことが多く、実数は掴めていないに等しい。「わーお餅みたいなお腹」など
体型をからかうぐらい大丈夫と感じている読者は、虐待の危険信号である。
⑤【経済的虐待】
　本人の年金や財産を勝手に使っていくこと。一部悪質な ｢パラサイト」 も含まれる。
C１［77歳女性］…クラブ活動終了後、毎回ジュースを無心してくる。
C２［72歳男性］…小口現金として家族から一定額を強制的に職員が預かる
C３［88歳男性］…職員が本人の財布数か月あずかり紛失
C４［91歳男性］…本人が望んでいるのにお金の説明を一切しない
C５【複数利用者】…職員に暗にお年玉を要求されてしまう。
<コメント>この５事例とも典型事例で、法律施行前まで各地で慣行的に行われてきている。
特に、C１はデイサービスの送迎では横行している。利用者やその家族が「お金」に感謝を込めて
渡されるので、職員ばかり責められないが、清廉潔白な態度とは言いがたい。C５などは、一歩間
− 169 −
違えれば「恐喝」である。
第５節「ポスト特別養護老人ホーム－新しい社会資源」
　特養に代わるエースとして期待される各種老人ホームや介護設備の充実した住宅などの新しい居
住形態の課題・問題を整理する。尚、施設数は、平成24年度に厚生労働省が報道発表されたものを
その後の増減推計を加味した概数である。
　まず、施設系社会資源であるが、介護保険法を根拠法とする介護保険適応の老人ホームでは２種
類しかない。
　一つは『介護老人保健施設』である。全国で約4000施設あり約35万人利用している９）。
　特養に次ぐ入所者を抱えているが、特養入所待機者が多くいるのも特徴である。実は、特養待機
者増加による制度破綻を食い止める役割を果たしている影の功労者でもある。
　「中間施設」と呼ばれて、家庭と老人ホームとの通過施設としての役割もある。サービスで特に
強化されているのは、家庭復帰のためのリハビリテーションである。老人ホームと病院の機能を兼
ね備えていることからも「中間施設」と呼ばれる。医療法人の経営が多く、介護職員と看護師のチー
ムケアを主としており、医師、理学療法士も常駐している。また病院に併設、隣接していることも
多く、医療ニーズの高い利用者には人気が定着している。但し、入所期間は概ね３か月単位である。
延長は可能だが「終の棲家」となれないことが残念である。
　そして、もう一つは、『介護療養型医療施設』である。全国で約1500施設、約7.5万人利用してい
る９）。一時は、廃止の計画もあったが2017年までは存続が決定。医療型もある。医療法上は病院と
しての位置づけで、介護職員以外にも医師、看護師が潤沢で慢性期の病気にも対応できる強みがある。
特養入所待機で使用されることもあるが、概ね原則３か月単位の期間がやはり致命的である。特養
のコンセプトを取り入れて奮闘する所も多く、医療充実の老人ホームとしてその社会的任務を果た
している。
　二つの施設とも、特養と同じく公的な介護保険施設のため、入居金は０円で、月額10−15万円程
度で入所できる。但し、医療系の範疇にも入るため、期間限定で『終身利用』を前提に入所できな
いのが最大のアキレス腱である。
　その他の施設系社会資源としては、老人福祉法を根拠法とする老人ホームがある。介護保険法で
は『特定施設入所者生活介護』というサービスに規定される。つまり、特別な『家』で生活してい
るという居宅介護の一種となっている。
　最も歴史が古いのは、『養護老人ホーム』であり、四天王寺悲田院がルーツとされてるその後、「養
老院」として全国に展開し、老人福祉法制定の1963年（昭和38年）に、介護設備のあるものを特別
養護老人ホーム、身辺自立を前提とした環境のものを養護老人ホームとに分化させたのである。現在、
全国で約900施設ある９）。環境的、経済的理由での入所が条件で、65歳以上の自立、要支援が入所
の原則である。入所後、要介護になった者はしばらくは継続できるが、基本的に特別養護老人ホー
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ムに移ることになる。介護が必要になれば外部からヘルパー投入という形で対応している所もある。
　高齢者福祉領域で、唯一残る措置施設で、入居金０円、利用料は応能負担で月額０−17万円である。
　この施設は俄かに注目を集めている。実は、その歴史的経緯から特養と併設されていることが多く、
外部から介護資源投入でそれなりの介護体制を構築している所もある。また、特養では入所中に元
気回復して「自立」や「要支援」ランクになることも少なくないが、その場合、翌月に「強制退所」
になる。特に、待機者の多い特養では猶予期間も短く容赦しない。その突然行き場を失った高齢者
で帰る家も所持金もない場合は、福祉政策として、この養護老人ホームに優先入所できるのである。
措置施設ならではの保護政策である。旧・養老院的な寛容さの残る施設として貴重な存在である。
　より自由度の高いのが『軽費老人ホーム』で、完全な個人契約施設であり、生活寮または文化住
宅みたいな佇まいである。養護老人ホームは行政が介在するが、軽費は個人選択で入所できる。要
件も60歳以上で比較的元気な高齢者対象という漠然としたものである。「Ａ型」は約200施設で食事
付き。６−10万円程度。「Ｂ型」は激減して20施設程度で自炊原則、５万円程度となっている９）。
　致命的なのは、夜間に職員が配置されていない点である。確かに、身辺自立された高齢者ばかり
なので仕方ないが、夜間の機能は脆弱である。また、介護機能もないために、介護保険制度では対
象除外されている。そこで登場したのが、介護対応型軽費老人ホームとも「C型」とも呼ばれる『ケ
アハウス』である。介護職員や介護設備が充実したものも多数建設された。必ずしも24時間職員が
いるとは限らないが、自立型は、自立・要支援１−２対象、６−17万円/月、介護型は、要介護１
−５対象、８−18万円/月と手頃な値段が受けて2000施設に迫る勢いである９）。但し、入居一時金
は０−数百万円と開きがある。このケアハウスも、特養待機者が生んだ副産物でもある。
　また、特養と一線を画し、独自の高級路線を邁進してきた老人ホームもある。『有料老人ホーム』
である。これは、学校でいえば「私学」であるために、それなりの入学金、つまり「入居一時金」
が必要となる。平均2000万円、最高３億円という時代が長く続いたが、その返金を巡るトラブルが
続出した。そのため、政府は高額根拠を詳細に示す厳しい規則を作り規制に乗り出し入るため、一
時と比べれば安価となった。最近では、入居一時金０円の施設も登場してきたが、月額15−30万円
の高基準は継続されたままの現状である。３類型あり、「介護付き」と言われる完全介護態勢のも
のは3000施設を越え、外部から訪問介護などを利用する「住宅型」は約4500施設ある９）。増加傾向で、
特養の施設数を追い越すのは時間の問題である。一方、要介護になると退所原則の「健康型」は人
気下落で10施設強を残すばかりである。基本的に富裕層を対象にした豪華なリゾート型ホテルタイ
プが席巻してきたが、特養待機者をターゲットにした安価な小部屋タイプも急増している。
　介護保険では、老人ホームではない【居住系サービス】が開発されてきている。
　その代表格が、『認知症対応型共同生活介護』、いわゆる『グループホーム』である。小規模の所
もあるが、全国で9500か所を超えている９）。要支援２以上、要介護１−５の認知症の方が対象である。
５−９名のユニットという小単位の生活フロワーである。認知症専門ケアが受けられることが魅力
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で、特に「家事」などを利用者の能力に応じて役割分担されるプログラムなどが効果を上げている。
月額10−20万円/月と比較的高額であるが入居一時金は０円から多くても100万円と抑制されている。
　介護付きのアパートという感じの集合住宅で場所をとらず、地域の空きスペースで建設されている。
但し、認知症限定、しかも要支援２以上という基準が狭き門としている。
　比較的最近できた居住形態としては、2012年の『小規模多機能居宅介護・複合型』があげられる。
この小規模多機能居宅介護とは、一か所で「通い」「訪問」「宿泊」をする。つまり、デイサービス、
ホームヘルプ、ショートステイが同じ場所から提供される訳である。馴染みの深いデイサービスで
宿泊する感覚である。それに、訪問看護を加えたものを『複合型』と呼ぶ。要介護１−５を対象と
しており、料金はパッケージで１万円から2.8万円、複合型で1.3万円から3.2万円が相場である。居
宅介護の拠点で何でもこなしてくれる万能型の登場である。
　そして、最も期待されているのは『サービス付き高齢者住宅』である。介護付きの賃貸住宅である。
鳴り物の入りの登場で、厚生労働省と国土交通省連携の新成長戦略で2020年まで60万戸を計画して
いる10）。対象者は、60歳以上、夫婦でも片方が60歳以上というだけで若い人も入居できる。さらに、
要介護ランクは問わない。つまり、自立、要支援、要介護だれでも入居できる訳である。
　部屋は、バリアフリー設計で、かつ介護が展開されやすい居室となっている。基本的に18−25㎡
ある。介護サービスについては、外部から介護保険でヘルパーを投入する形となっている。また、
「安否確認」と「生活相談」が義務化されていて、また24時間必ず職員に連絡できるシステムになっ
ている。理論上「孤独死」のない住宅を目指している。
　あくまで老人ホームではなく、賃貸住宅なので、入居一時金ではなく敷金という名称になり、家
賃も９−15万円と手頃な設定になる。順調に進捗すれば、特養の待機者全てを受け入れることになる。
終章　介護保険制度への提言
　本稿では、このように介護保険制度の発達史、特養の魅力、待機者の現状、虐待、ポスト特養の
社会資源を鑑みることで、課題を検証してきた。
　改めて思うのが、『介護保険』は、日本の風土に適した素晴らしい高齢者福祉制度ということで
ある。北欧のような高福祉高負担を絶対に望まない国民性からも、また実直なサラリーマン社会と
いう観点からも最適の社会保障であると評価している11）。
　しかしながら、問題もかなり内包して、その効果は半減していると洞察している。そこで最後に、
制度の問題、課題を整理して、筆者なりの提言を実施したい。本章では、５節に分けて課題検証を
したので、それに呼応される形で、５つの提言を行いたい。
　第１の課題、「地域医療・介護総合確保推進法」であるが、改悪との批判もあるが、ある意味こ
れまでになく洗練されたものであると評価している。
　一番、問題になっているのは、特養の新規入所者を『要介護３以上』に設定したことだろう。こ
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れによって『要介護１−２』の待機者は難民化してしまう。筆者もこれだけは同調できない。現在
の要介護認定はあくまでドイツ式の生物体として健康・個体評価で、家族や経済的な背景因子は加
味されない。老老介護や認認介護で限界性の高い場合も多い。そこで提言としてはドイツ式と決別
して、『要介護認定』に「介護者が疲弊」「貧困」など様々な項目を増やすべきだと思う。生活全般
のアセスメントをして要介護を決めることこそ、「日本型介護保険」と言える。
　もう一つ提言したいのは、特養の機能分化である。仕事柄、年間50施設以上の特養を訪ねるが、「軽
介護棟」と「重介護棟」を分けている所が少なくない。つまり、「要介護１−２」と「要介護３以上」
を分けて入所してもらうことも可能な筈である。また、平均介護度が４以上の所も多く、認知症ケ
アを得意としている。そのような特養を例えば『重介護型特養』として専門分化させ、逆に「要介
護１−２」を対象としたミニ特養を作るのも一つの仮説として持っている。特養のすみ分けも提言
したい。
　第２の課題は、「特別養護老人ホーム神話」である。神話と書いたが、正直、これほどまで決め
細やかなサービスが発展した老人ホームは他の国でないと思われる。「おもてなし介護施設」とし
て誇りに思っている。しかしながら、もう、劇的に増えないのである。
　一つは建設費。小規模のものでも最低４−５億円かかり、利益最優先でない社会福祉法人では新
設は難しい。また、介護職員が低賃金問題で集まらないのである。
　そこで、提言であるが、本当に必要な地域での特養建設に際しては地元自治体だけでなく国庫か
らの補助を手厚くすべきである。居宅介護の方が安上がりというのが定説であるが、完全帰着型で
合理形の特養が増えれば意外にコストが抑えられることもある。また、介護職員にも金銭的な補助
が必要である。福祉財源全体でみると聖域とされている生活保護行政は無駄が多すぎる。ここの適
正化をすれば介護の方にシフトできることは明白であり、実は生活保護の半分を占める高齢者対策
にもなるのである。
　また、社会福祉法人の「特養独占」を考える時期ではないだろうか。有料老人ホームなどで実績
のある企業の参入を認めればと考えている。一度、家電最大手のP社の有料老人ホームに行ったが
誠実性の高い介護が実践されていた。企業=営利、そして社会福祉法人の既得権の問題が背景にあ
るが、優良企業が参入すれば特養はさらに次のステージに進化していくと考えている。
　第３の課題として、「特別養護老人ホームの待機高齢者問題」であるが、これは単純には上記特
養増設という答えが浮かぶものの、現状では難しい。特養神話とも共通するが、一般国民の大半は
「特養」しか知らない。いや、例えばテレビで素晴らしいグループホーム等の場面を観ても「特養」
として記銘してしまうことも多い筈である。
　また、社会学者としての穿った見方かもしれないが、わが国では「チケット１分で完売」や「全
米が涙！」など大衆心理を煽ったイベントコピーが横行して、またそれに見事に乗せられている。
その側面から分析すれば、この待機者問題もそれと同じ群集心理が根本にあるかもしれないと推察
している。待機者が多ければ多いほど、価値がある対象物として評価されるという、決して健全で
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ない「行政意識」や「社会風潮」が相まって、行列を長蛇化させている最大の背景因子かもしれない。
「特養」しか目に入らないという不健全な状態なのかもしれない。
　また、特養にも苦言を呈したい。今回取材して分かったが、待機高齢者に対して、没交渉、放置
の施設が多く、もっと待機高齢者を大切にして欲しい。現状把握や支援体制の整備が必須である。「不
安」「孤独」で待機させてはいけない。特に数百人待機の施設には高飛車的な所もあった。もっと謙
虚に連絡をとるモニタリング体制の必要性を痛感した。
　第４の課題である「特別養護老人ホームの高齢者虐待問題」。これは筆者のライフワークで書き
たいことはたくさんあるが次回にこのテーマだけで紀要を執筆しようと思う。そのため、骨子だけ
の提言となるが、これも特養に讒言したい。もっと介護職員を大切にして欲しいのである。私が現
時点で面談した虐待加害者の多くは心身が疲弊していた。よく話してみると給与面の不満もあるが、
職場での勤務評定システムがいい加減で、「評価されない日々」を送っていることが多い。その中
の一人は「毎日、事故がなくて当たり前。しっかりやっても褒められない職場。ついイライラして
しまって…」と吐露した者もいる。
　また、幾つかの施設とは継続的に虐待研修を実施しているが完全に減ってきたという報告ももらっ
ている。こちらは「介護知識」「介護倫理」の伝授だけでの改善である。
　特養神話の裏顔である「虐待」。これはその神話を支えている職員の「職場環境」改善という課
題一つで解決できる問題だと強く提言したい。
　第５の課題は「ポスト特別養護老人ホーム−新しい社会資源」。ざっと列記したが、多種多様で
あり、機能も役割もすみ分けられている。但し、認知度が低く、全てのサービス内容を比較検討で
きる者はプロでも少ないと思われる。提言としては公平な「情報提供」システム構築の一語に尽きる。
このような情報説明は、しいて言えばケアマネジャーの役割であるが、大半がどこかの社会福祉法
人等に属していることも問題である。中には、公平な情報提供をせず自法人のサービスを調整する
こともある。別に犯罪ではないが、モラルハザードであると言える。かなり横行していて「中立公
平な情報」を得ることが難しくなっている。これは、行政、特に市町村に期待したい。地域にある
社会資源をしっかり住民に提供することが使命であると思う。実は、介護保険制度開始前の1990年
代後半、筆者は各地の市民向け講座に招かれ、公平に社会資源の説明をした。同業種の教員達も各
地で説明会を開いている。これは、その地域に直接関係のない有識者が説明することで地域に蔓延
する体質的な蟠りを超越できるからである。公務員がその役割を引き受けてもと思う。これだけ、
カタカナの多い社会資源が増えた今日、自治体にその説明責任を果たす時が再来していると警鐘を
ならしたい。
　このように長々と主張を繰り返してきたが、結論としては「介護保険」を大切に育んでいきたい
一心からである。実は、理論的には、人間福祉学科も専攻科も介護保険制度の立派な社会資源なの
である。換言すれば、介護保険が安定し、発展することが学科の繁栄に繋がっていく。特に、1000
名を超える卒業生達が日々奮闘している介護保険の現場の発展が「介護先進国」だけでなく「福祉
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先進国」としても国際的に評価されるかどうかにかかっているのである。
　常に、卒業生の応援団であることを自負しているが、本稿を執筆することで介護保険制度自体を
心から応援したいと決心した。　
［謝辞としての結び］
　最後に特筆したいのは、朝日放送の関係者への感謝の気持ちである。今年、縁あって『おはよう朝日』や
『キャスト』に出演させてもらったことが、本稿執筆の契機となっている。私としては、このような各種老人ホー
ムの比較や特養待機者問題は、授業の１テーマにしか過ぎず注目したことすらなかった。しかし、朝日放送
のスタッフ陣と勉強会のようなものを重ねていくうちに、大きな社会問題、国民的な課題であることに気づ
かされた。これまで推進する立場にありながら、紙面で残すことを怠っていたことを猛省、まずは資料とし
て残そうと紀要にこのテーマを選択した。2.3万字以上の紙面を頂戴したにも関わらず検証課題が多すぎて、
各論概説集になったことは否めないが、このテーマの範疇のものを全て集めて活字にしたのは初めてである。
しっかり抜刷を活用して情報発信の一助としていく所存である。
　そして、熱意を持って接してくださり、私の研究者としてのモチベーションを喚起してくださった谷口、
平岩両ディレクター、中田記者には心より感謝の意を表したい。
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